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総合資源エネルギー調査会総会（平成２０年度）−議事
要旨
日時：平成20年8月1日（金）10：00～12：00
場所：三田共用会議所3階大会議室

出席者
三村会長、秋庭委員、石谷委員、浦辺委員、小川委員、
長見委員、柏木委員、木場委員、草間委員、黒田委員、
神津委員、小林委員、崎田委員、住田委員、田中委員、
知野委員、坪井委員、天坊委員、鳥居委員、内藤委員、
中上委員、縄田委員、野村委員、橋本委員、森委員、村
上委員、和気委員

議題
総合資源エネルギー調査会における審議状況
今後のエネルギー政策の基本的方向性について
議事概要
総合資源エネルギー調査会における審議状況（資料
2-1、2-2）
資料に基づき星野エネルギー情報企画室長より説明があ
った。
　



今後のエネルギー政策の基本的方向性について（資料
3）
資料に基づき星野エネルギー情報企画室長より説明があ
った。
　

委員によるフリーディスカッション
原油価格の高騰について
原油価格が高騰している原因には、中国、インドの需要
増、供給余力の低下等、構造的な要因がある。
油田を開発して製品として精製することが出来るように
なるまで、通常5～10年程度かかる。一時的に原油価格
がマーケットで上下しているが、基本的な傾向は右肩上
がりであると考えておくほうが無難。
原油価格の高騰幅があまり大きく、業界だけで支えるの
は不可能であり、消費者には大変迷惑な話ではあるが、
原油価格の高騰分を石油製品に転嫁する必要がある。運
輸業界のサーチャージ制のように、できるだけ早く次の
部分に価格転嫁すべきである。最終的には、個人収入が
石油製品価格に見合って増えていくかたちの解決策しか
ないのではないか。
このまま原油高が続くと、昨年以上に厳寒地での灯油調
達が厳しくなる。今のうちから冬を見越して対策をとる
ことが必要。
原油価格の高騰は天然ガスの価格にも連動している。近
年、日本からエネルギー供給国に対して価格上昇という



形で莫大な富が流出しているが、どうやって日本に富を
取り返すかが非常に重要となる。かつては自動車等、付
加価値を付けた商品によって取り返していたが、今後も
新たな日本発の商品を売り出していくことが課題。
サーチャージの導入はエネルギー価格負担の見える化と
もいえる。ある意味ではエネルギー価格がいかに高騰し
ているのか国民も理解しやすい考え方なのではないか。
　
地球温暖化問題について
欧米のエコノミストは、現在エネルギーセキュリティが
喫緊の問題として議論をしているが、日本は気候変動を
第一に考えており、その内容も少し欧米とは違っている
という話があるとおり、エネルギーセキュリティに関す
る日本と欧米の動きに差がある。政策を作る際には今ま
で以上に世界の現場をよく調査した上で進めてほしい。
エネルギーと地球温暖化はコインの裏表というが、そん
なに単純な問題ではなく、メリハリをつける必要があ
る。気候変動問題は、地球の全人類が対応すべき新しい
社会リスクマネージメントであり、エネルギーセキュリ
ティは、現実に地上に存在する人間同士のエネルギーの
取り合いの議論。
地球温暖化問題は今どうするのか見えづらいが、エネル
ギーとリンクして考えるのが大事。
現在遅れている民生部門の対策として国が音頭をとって
いる「私のチャレンジ宣言」のような施策もあまり国民
は反応していない。こちらも体制を考える必要がある。



洞爺湖サミットでは、クールアースアンバサダーとして
広報に力を入れてきた結果、環境意識が高まってきたと
は思うが、洞爺湖サミットがゴールではないということ
を忘れないでほしい。
　
省エネルギーについて
CO2の削減は個人、産業ともに負担がかかる。従来省エ
ネは「得する省エネ」と言ってきたが、それは行き詰ま
ってきており、これからは「損する省エネ」、「我慢す
る省エネ」をしていかないと思い切ったCO2削減はでき
ない。この負担の按分については、現行の価格では対応
できないため、価格構造の転換が必要。長期的に何をす
るとどんな影響があるか、国民に分かりやすく示す努力
をしてほしい。
　
新エネルギーについて
エネルギー価格が右肩上がりとなると、拠り所は技術、
イノベーションしかなく、イノベーション政策のどこに
重点的施策を置いてリードしていくかという視点が片方
にあって、新エネルギーが論じられることになるのでは
ないか。
新エネルギーの導入促進については、相当積極的なこ
と、思い切ったことをやる必要がある。RPSの導入目標
を引き上げることを考えてはどうか。
RPSの導入目標が低いという話だが、当初導入目標を定
めた際には国として新エネルギーの導入を促進するとい



う政治決定もない状況だったため、目標は必然的に小さ
くなっていた。だが、6月の福田ビジョンで新エネルギ
ーの導入目標が示されたことから、RPSを引き上げても
構わないだろう。だが、新エネルギーのコストを負担す
るのは国民だということは忘れてはならない。
現在太陽光発電のコストは割高であるが、ある企業で
は、導入規模が大きくなればコストを低減することがで
きると言っている。福田ビジョンを機に、新エネルギー
の導入を強制するような強力な政策が必要。
キャップ＆トレードのおそろしさとしては、電力会社に
キャップをかけて超えた分を何で補填するかがあげられ
る。原子力で補填するためには稼働率を上げればよい
が、石炭火力で補填すれば0.7～0.8kg/kwhをカーボ
ンオフセットせねばならず、およそ1トンあたり3～4千
円、都合3～4円/kwhが一方的に日本から流れていくこ
とになる。一方、新エネならば今、RPSコストが5円な
ので、石炭火力のカーボンオフセットとそれほど変わり
がなく、コストは確かにプレミアムになるが、地域活性
化、自給率の向上等々、国内で金が回り出すという内需
拡大のことも考えて、今後の新エネ支援政策のあり方を
考えるべき。その際には、量をどうやって確定していく
かが極めて重要。
新エネルギーについては、コスト等に課題が残ってい
る。これは、供給側の努力はもちろん、ユーザーの努力
も必要であり、導入促進支援が必要。
新エネの開発は、現時点の技術では不確実性が残り、リ



スクが高い。海外ではそのような場合にベンチャービジ
ネスへの投資というかたちでリスクをとっているが、日
本の構造では国がリスクをとっているケースが非常に多
い。このような新たな取組を行う際に国の政策がブレる
のは非常によくない。ロードマップを作ったのなら覚悟
を決めてしっかりと政策を保つ必要がある。
　
革新的技術開発について
技術革新は非常に重要だが、そのためには日本はもっと
人材育成に力を入れなければならない。例えばハーバー
ド大学では、3兆8千億円の基金を用意するなど、非常
に力を入れている。
革新的な技術に対する政策的な位置づけが重要。先日、
燃料電池をエネファームという商品名で売り出し始めた
ように、高度な技術を具体的に商品にしていく過程が重
要。技術導入の補助制度について、より一層政策的に位
置づけてほしい。
技術開発については大いに結構だが、新エネルギーの推
進など随分昔から取り組んでいるものでもうまくいって
いない。国民に対して費用負担を求めてもあまり理解さ
れるものではない。技術開発予算のバラマキにならない
よう、国民へのリターンも考えながら進退をしっかり判
断し、問題の先送りをしてはならない。
　
原子力について
温暖化の進展も踏まえると、原子力に関して国民自身が



議論を避けている状況を変えていくことが大事。既に発
電電力量の3割の能力を持っており、これがきちんと安
定的に運用されることをベースにおきながら新エネルギ
ーをしっかりともっと増やすべき。
エネルギー源をきちんと分散させながら、全ての取り組
みが日本全体の安定供給と温暖化対策につながっていく
ことが大事である。そのようなことをできるだけ市民社
会にも本音で情報提供し、事業者の安全性確保に関して
どのような情報をいただくことが良いのかを情報交換す
ることや、放射性廃棄物の処分について道筋が出来てい
ないことを理解するなど、市民が本音で問題をきちんと
理解していくことと、市民ができることは何かを考える
ことが大事。
最終的にはコスト負担の問題になるが、他の費用が上が
っている状況であり、どのような理由で、どこまでの負
担が求められ、どのように事業者は苦労しているのかな
どの全体像を情報発信した上で、検討を進めていくこと
が大事。
電力の価格を抑えるためには、原子力が重要。今後も電
源構成のうち、30～40％程度は安定的に原子力でまか
なえるようにする必要がある。
六ヶ所村の再処理工場は、稼働が目前だが、現地が厳し
い冬を迎える前に稼働させる必要がある。
一方、六カ所村で処理できる廃棄物は全体の半分しかな
い。残りをどこで処理するのかは全く目処がたっていな
い状況。この問題を乗り越えるために、政府、事業者は



より努力する必要がある。
既存発電所の利用率向上を含めた的確な運用と新増設の
着実な実現に全力に取り組んでいく必要がある。当面こ
れらを進めていくためには、現在の原発の安全で安定し
た運転を継続し、また、あらゆる情報を皆様に理解して
いただくという取組が必要。また、中長期的に原子力を
推進していくには、原子燃料サイクルの拡充と高レベル
放射性廃棄物の処分が欠かせない課題であり、国・地元
の理解を得て努力していく。国にも、課題達成のための
環境整備を支援願いたい。
耐震安全性の確保については、柏崎刈羽原発で異常のな
いことを確認したうえで、現在詳細に点検作業を行って
いる。他の発電所でも、柏崎刈羽の知見を反映して信頼
性維持・向上の取り組みを行っている。引き続き、地
元、国民の皆様全体に安心いただけるよう努めていく。
また、新しい検査制度は、保安特性に応じた検査でより
信頼性の高い保全活動を進める仕組みであり、実践にあ
たり、当初の狙いが実現できるよう努力していく。
放射性廃棄物の処理については、基本技術は確立してい
るが、まだ国民の理解が足りない。
六カ所再処理工場で処分・再生できない燃料をどうする
かという問題について、次の再処理工場を建設すればよ
いのか、高速増殖炉の燃料の再生をどうするのかという
ことも含めて、第二再処理工場のあり方についての議論
が進んでいくものと考えている。
原子力発電所の新増設の着実な推進について、原子力発



電所は、初期の投資が大きく、建設期間もかかる。そう
した特徴をよく理解して、様々な対応が取られている
が、それで足りないようなら、もう一歩進んだ対応が必
要。例えば夜間電力を増やすといったように、事業者の
原子力発電所の建設に対するインセンティブも必要。
　
資源外交について
資源外交は政府と官がともにプレイヤーとなって一緒に
動く必要があるが、日本は官民一体となって動いていな
いと、アメリカ人ですら感じている状況がある。
今後数年間は、天然ガスの長期契約更改時期にあたる。
より一層の資源外交に期待。
　
レアメタルについて
革新的技術開発のロードマップを作成したことには省資
源にもつながり大いに賛成である。ただし、レアメタル
のような資源の場合、省エネルギーのために大量に使わ
れるとすぐに足りなくなってしまう。省エネ技術を開発
する際には、長期的視野で安定供給の方策を考えてほし
い。
レアメタルの安定供給確保は今後も引き続き重要な課題
である。省エネ・新エネを進めるにしてもレアメタルが
技術の要となる。
　
電気事業について
電気事業分科会では、2年前から電力の価格をいかに下



げるかをテーマに議論をしてきた。そのために、電力自
由化、PPS、自家発電等を進め、着実に価格は下がって
きたところだったが、昨年の地震、原油価格の高騰、目
立たないがウラン価格の高騰等により、価格の上昇が避
けられない状況となっているが、今後とも市場メカニズ
ムから電力価格を引き下げる努力は続ける。
　
分野横断的な点について
長期的に、エネルギー政策が重要なことは非常によく分
かるが、まずは消費者の生活を守る緊急の対策をとって
ほしい。物価高騰で消費者はすでに我慢をしているが、
どこまで我慢すればいいのか示してもらわないと、いつ
までも我慢できるものではない。
エネルギー教育においては、幼い頃から自然科学に触れ
ることが将来につながり重要。小学校、中学校、高校に
は、保護者の方もいるので、あわせて生涯教育の意味も
持つものと思う。
私はクールアースアンバサダーへの就任を依頼されたこ
とから、シンポジウムの実施報告を定期的にしているが
レスポンスがないのは残念。広報と効果の実証は一体的
にやる必要がある。
　
石田資源エネルギー庁長官
まず原油価格の高騰、それにともなう資源エネルギー価
格の高騰の中で、物価問題の懸念などから、日本全体で
より構造的な対応が必要ではないかという指摘があった



が、これについてまさに、大きな問題であるという認識
のもとで対応している。原油価格の高騰について、今の
この価格水準は、かなり異常であるという認識である。
中長期的な需給、ファンダメンタルの問題や地政学的問
題から、当然上がっていく側面もあるが、いずれにして
も急激かつ高いレベルでの価格水準。国際的にいろいろ
働きかけをしているが、G8サミットでも投機資金の流
入について、より透明性を高めていく努力と規制当局間
の協力を進めることについては概ねの認識が一致してい
る。このような取組みも進めていきたい。引き続きこの
ような努力は行っていきたい。とはいえ、資源エネルギ
ーの価格の高騰は、ある程度傾向的なもので、今後も続
いていくと考えると、やはり省エネ、新エネの活用は、
より新しい技術の開発、イノベーションが重要。日本全
体として、資源エネルギーの高価格時代における体質強
化を図っていく必要がある。足下の緊急対策について
は、政府全体として、例えば漁業対策のようなことを含
めて取りまとめをしている。引き続き政府全体で対応し
ていきたい。
エネルギーセキュリティと温暖化の問題についての指摘
については、当然両方重要であり、両方が「コインの裏
表」といっているのは、CO2はエネルギー起源によるも
のが大半であるからであり、温暖化問題を解決するには
エネルギー政策の中で答えを出していかなければならな
いと考えている。確かにエネルギーセキュリティは喫緊
の課題であり、まさにこの温暖化問題とは別の土俵でエ



ネルギーセキュリティを高める政策努力をしていくべき
である。国際動向を睨みながら資源外交への取り組みの
評価、技術開発も政策的に努力していく。
原子力について、先般の洞爺湖サミットにおいても、温
暖化対策にとっても発電の段階でCO2を発生させないこ
とから、有用であるとされている。またエネルギー安全
保障の観点からも原子力の有用性について概ね認識が一
致し推進が行われており、安全確保を大前提として推進
していく。また、核燃料サイクルの確立も急務である。
それぞれに課題はあるが、最大限の努力をしていく。
新エネについて、例えば太陽光発電について福田ビジョ
ンでも2020年に10倍、2030年に40倍の導入目標を掲
げている。新エネ部会でも緊急提言を出しており、具体
化に向けて夏の予算、税制改正の検討を急いでいる。基
本的には、技術革新と需要管理を組み合わせるような政
策を積み上げていく必要がある。電気自動車などの次世
代の自動車の導入支援についても力を入れていきたい。
省エネについて、国民運動的な政策にしていく過程でも
っと体制を強化する必要があるのではないかという意見
があったが、役所の人員を増やすことは難しく、官の力
で足りない部分は民の力を足してもらうことで、実行の
部分で引き続き努力をしていきたい。
横断的な話として、政策を国民にわかりやすく打ち出し
ていくべき、見える化、啓発活動の重要性についての話
があったが、政策についての評価・検証を適切に行いな
がら、進めていかないといけないと思っている。
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総合資源エネルギー調査会総会（平成２０年度）−議事
録
平成20年8月1日（金）
議事概要
三村会長
それでは時間もまいりましたので、これから、1年ぶり
ですか、総合資源エネルギー調査会を開催させていただ
きます。私は調査会会長の三村でございますけれども、
よろしくお願いいたします。

本日は、ご多忙中のところ、また暑い中をおいでいただ
きましてありがとうございました。皆様ご承知のとお
り、エネルギーをめぐる環境というのは、この1年間で
随分変わりまして、我々の想定していないようないろい
ろなことが起こっております。その中で、日本全体とし
てもどのように対処したらいいのかということは、新し
い数々の課題を我々は突きつけられていると思いますけ
れども、このような中で、総合資源エネルギー調査会総



会を開催いたします。どうぞきょうは活発なご意見をよ
ろしくお願いいたしたいと思います。

それでは、本総会の開会に当たりまして、石田資源エネ
ルギー庁長官より、ごあいさつよろしくお願いいたしま
す。

石田長官
おはようございます。ご紹介いただきました資源エネル
ギー庁の石田でございます。きょうは三村会長をはじ
め、お忙しい中ご参集いただきましてありがとうござい
ます。

この総合資源エネルギー調査会でございますけれども、
資源エネルギー問題にかかわる諸課題を、6つの分科会
と14の部会で構成をして、日ごろからいろいろ活発な
ご議論をいただいているわけでございます。今会長から
もお話がございましたけれども、資源エネルギー問題を
とりまく情勢は激変をしております。アジアの需要の急
増といったようなことを背景に、原油をはじめ資源エネ
ルギー価格が異常な高騰をしているということはご案内
のとおりでございますし、供給国サイドでもいろいろな
資源ナショナリズムの高まりというようなことが顕在化
をいたしているわけでございます。

また、地球環境問題、これはまさにCOPの議論が本格化
しておりますけれども、それにつきましても、資源エネ



ルギー政策の面からも対応の強化が急がれているという
ようなこともございます。

こうした情勢を踏まえまして、昨年エネルギー基本計画
というものを、この審議会の議を経まして改定をさせて
いただいたわけでございます。この中では、エネルギー
の安定供給の確保、それから環境への適合、さらには市
場原理の活用、この3つを基軸にいたしまして、さまざ
まな諸課題に取り組んでいくということを打ち出してい
ただいたわけでございます。具体的には省エネルギー、
新エネルギーの推進でありますとか、あるいは原子力、
革新技術の推進といったところに、今後まさに政策的な
強化をしていかなければいけないということかと思いま
す。

現在、また来年度に向けた政策の具体化につきまして、
さまざまな検討を部内的にもいたしているところでござ
います。本日のこの機会に、忌憚のない率直なご意見を
賜りまして、またそうした政策の具体化に反映をさせて
いただきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお
願いをいたします。

三村会長
石田長官、ありがとうございました。

それでは、早速議事に入りたいと思いますけれども、省
エネでもあり、どうぞ上着も自由におとりいただけれ



ば、私もちょっととらせていただきます。よろしくお願
いします。

まず事務局から、配付資料の確認をお願いいたします。

星野室長
事務局を務めさせていただきます情報企画室の星野でご
ざいます。よろしくお願いいたします。着席にて説明さ
せていただきます。

お手元の資料でございますけれども、「資料一覧」と書
いた紙のほかに、議事次第が1枚、委員名簿をつけさせ
ていただいております。その下に座席表でございます。
その後が資料になっておりますけれども、「総合資源エ
ネルギー調査会総会の公開について」という資料1、1
枚紙と、A3の3枚紙でございますけれども、「総合資源
エネルギー調査会における審議状況」というもの。それ
から資料2-2といたしまして、「総合資源エネルギー調
査会活動報告書」というちょっと分厚い冊子、両面にな
っておりますけれども、おつけしております。そして最
後に、資料3として、「エネルギー政策に係る取組状況
と今後の基本的方向について」というA4の8枚紙、両面
刷りになっておりますが、これで一式の資料となってお
ります。以上です。

三村会長
ありがとうございました。資料は全部おありでしょう



か。

それでは、審議に先立ちまして、本総会の公開について
確認させていただきます。

本総会においては、審議会の公開にかかわる閣議決定、
平成7年9月の「審議会等の透明化、見直し等につい
て」がありますが、それから平成11年4月27日の「審議
会等の整理合理化に関する基本的計画」を踏まえて、資
料1に書いてございますように、原則公開するというこ
とで運用することといたします。特にご異議ないようで
したら、そのようにさせていただきますので、よろしく
お願いいたします。

それでは、お手元の議事次第に従って進めてまいりたい
と存じます。本日は委員名簿も配付されておりますの
で、委員ご紹介は省略させていただきたいと思います。
ご了承ください。

続きまして、お配りした資料について事務局から説明を
よろしくお願いいたします。

星野室長
それでは、資料2と資料3についてご説明を申し上げま
す。

まず、総合資源エネルギー調査会における審議状況とい



うことでご説明をさせていただきます。当調査会に設置
されている6分科会14部会の活動状況の詳細が2-2に記
載されておるわけでございますが、今回は資料2-1、A3
の3枚紙に基づいて、各分科会の昨年の活動状況と今後
の審議予定を中心にご報告をいたします。

総合部会におきましては、先ほどお話しをさせていただ
きましたが、昨年3月にエネルギー基本計画を改定とい
うことで答申をさせていただきました。

続きまして、需給部会においては、我が国のエネルギー
需給構造について長期的な視点から見通した「長期エネ
ルギー需給見通し」について審議し、本年5月に策定を
いたしました。今後、京都議定書目標達成計画の進捗状
況等の評価・見通しのため、エネルギー起源二酸化炭素
排出量の今後の見通しを検討する予定としております。

省エネルギー部会におきましては、事業者単位のエネル
ギー管理の導入、住宅・建築物対策の強化等の今後の省
エネルギー対策の方向性について取りまとめるととも
に、省エネルギー基準部会においては、トップランナー
方式の対象機器の省エネ基準の見直しを行っています。
本年度も引き続き見直しを行うとともに、業務用冷蔵庫
等の対象への追加、また工場等の基準の検討を行う予定
でございます。

新エネルギー部会におきましては、本年6月に新エネル



ギー対策の新たな方向性について緊急提言を行っており
まして、より中長期的な新エネ政策が必要との問題意識
のもと、政策の基本的方向性について議論をとりまとめ
ております。

次のページに移らせていただきます。

原子力安全・保安部会におきましては、昨年7月の新潟
県中越沖地震を受けまして、原子力安全・保安院の対応
等について議論をしておりますけれども、今後も原子力
発電所の耐震安全性等について議論する予定としており
ます。

続きまして、都市熱エネルギー部会でございますが、本
年春に、ガス事業制度改革の評価・検討、ガス保安対策
のあり方について取りまとめております。本年度も引き
続き、小売自由化範囲の拡大等ガス事業制度改革につい
て検討する予定としております。

続きまして、鉱業分科会でございますが、本日午後に開
催をされる予定でございまして、鉱物資源需給の動向
や、昨年度にレアメタル対策部会で取りまとめた報告を
踏まえた、レアメタル対策の取り組み状況を議論する予
定としております。

石油分科会でございますが、昨年度、バイオエタノール
導入に伴う課題について議論をするとともに、平成20



年度から24年度までの石油備蓄目標について審議・答
申を行っております。本年度は、引き続き石油関連の課
題や、法改正に伴うバイオ燃料事業者の基準等について
検討を行う予定でございます。

また、石油部会、開発部会においては、毎年それぞれ石
油製品需要見通しでありますとか、JOGMECの事業採択
の基本方針について議論をしております。開発部会にお
きましては、今年度中に、可及的速やかに採択について
議論をすることとしてございます。

3枚目、電気事業分科会でございますが、本年3月に、
今後の望ましい電気事業制度のあり方について答申をし
ておりますが、7月には「安定供給」「環境適合」「競
争・効率性」の3つの政策課題を同時達成することを目
的といたしまして、電気事業制度の詳細制度の設計につ
いて答申をしております。

続きまして、原子力部会でございますが、こちらは原子
力立国計画の進捗等について検討をしております。今後
は、核燃料サイクルの推進、国際展開のあり方等につい
て検討を行う予定です。

高圧ガス部会でございますが、昨年12月の三菱化学の
鹿島工場の火災事故を受けまして、コンプライアンスの
状況等について議論をしております。本年度は制度改正
について検討を行う予定でございます。



続きまして、液化石油ガス部会でございますが、こちら
では制度改正について検討するとともに、LPガス販売
事業者等の保安対策指針について検討しました。

最後、火薬部会でございますが、こちらでは最近の事故
状況や制度改正について議論をしております。

各分科会・部会の活動状況と、今後の審議予定について
の報告は以上でございます。

続きまして、資料3のご説明をさせていただきます。

1枚めくっていただきまして、具体的には、ここにあり
ますように、目下の大きな課題である原油価格の高騰の
問題、地球温暖化の問題についての対応と、右側にござ
います7つの分野における政策の方向性についてご説明
申し上げます。

また、1枚めくっていただきまして、3ページ目をごらん
いただけますでしょうか。まず原油価格高騰への対応で
ございますが、皆様ご存じのとおり原油価格は足元120
ドルに近づくという動きもございましたけれども、先月
上旬には145ドルに達するなど、2004年以降高騰を続
けております。これに対し、当方では、供給、需要、市
場の各方面での取り組みを行っています。特に供給対策
においては、6月に甘利大臣が中東訪問において、サウ



ジ、クウェート、イラクの3カ国から、供給拡大につい
ての約束を取りつけております。また国内においては、
6月下旬に対策を緊急対策閣僚会議で取りまとめており
ますが、今週の7月29日には、漁業者に対する燃料費補
てんや、運輸業者に対するサーチャージ制の導入促進な
どを追加対策、フォローアップとして発表をしておりま
す。

続きまして4ページ目、地球温暖化問題についてでござ
いますけれども、こちらについては、すべての主要排出
国の参加が必要不可欠という原則のもと、短期・中期・
長期に分けた取り組みを行っております。短期的には京
都議定書第一約束期間の目標の達成でございますし、中
期ではセクター別アプローチの推進、長期的には革新的
技術の開発の取り組みを行ってございます。また、今週
7月29日には、低炭素社会の実現に向けて「低炭素社会
づくり行動計画」が閣議決定されております。右下にご
ざいますのがその構成でございますが、こちらの計画に
盛り込まれた施策を着実に実行していくということでご
ざいます。

続きまして、「エネルギー政策の今後の方向」というこ
とで、7つの分野について順次ご説明をさせていただき
ます。

6ページ目をごらんください。省エネルギーの推進に関



しましては、低炭素社会への転換、エネルギー安全保障
の観点から、省エネルギー対策の強化が必要ということ
でございます。我が国は、1970年代以降の努力の結
果、世界最高水準のエネルギー消費効率を達成しており
ます。しかしながら、右の図にございますように、業
務、家庭などの民生部門のエネルギー消費量は大幅に拡
大をしているところでございます。こうしたことから、
本年度に省エネ法改正をいたしましたけれども、工場単
位から事業者単位に法体系を見直し、住宅・建築物に関
する省エネ規制を強化したところでございます。

今後につきましては、改正省エネ法の着実な推進、それ
から省エネ効果の高い設備のさらなる導入促進や、業務
用冷蔵庫等業務機器などに関しまして、トップランナー
制度へ対象を追加するというようなことが課題となって
まいります。

ページをめくっていただきまして、省エネルギーの国際
展開の話でございますが、省エネルギーに関しまして、
国際的にはすぐれた我が国の省エネ技術の海外展開を、
ビジネスベースでどのように進展させることができるか
というようなことが課題になってございます。また、気
候変動問題の解決のために、我が国はセクター別アプロ
ーチを主張しているわけでございますが、こちらに関し
まして各国の支持が得られるように、何をしていくべき
という点についても課題となっているということでござ



います。

続きまして、8ページにお移りいただきまして、新エネ
ルギーの推進についてご説明を申し上げます。

地球温暖化対策、あとエネルギー源多様化の観点から、
新エネルギーの導入が重要となってきておるところでご
ざいます。本年6月に福田ビジョンを出したわけでござ
いますが、福田ビジョンにおいても省エネの導入量の目
標値、具体的には2020年に現行の10倍、2030年には
40倍という目標値を新エネで導入するということで、
掲げております。特に、最も拡大が期待されます太陽光
発電については、技術革新などを通じて太陽光発電の価
格を大幅に低減し、大量普及につなげることが課題とな
っております。また風力、バイオマス、地熱、雪氷、水
力など、ほかの新エネルギーを最大限に推進していく必
要があります。また、今後のエネルギー供給構造の変革
に向けて、電力RPS法の目標の検討、石油、ガス供給事
業者の新たなエネルギー展開の促進といったところが課
題となってまいります。

次のページをおめくりください。9ページでございます
けれども、新エネですが、輸送用バイオ燃料についてで
ございます。輸送用バイオ燃料については、運輸部門の
石油依存度低減を図る上での有効な手段の1つというこ
とですけれども、バイオ燃料の導入に関しましては、供



給の安定性、また経済性のほかに、食料との競合や生態
系への影響といった問題があります。近年では、右下の
図にありますように、バイオ燃料の需要急増等を背景
に、穀物をはじめとする食料価格が上昇しているといっ
た指摘もございます。今後、中長期的には、食料と競合
しないセルロースを使ったバイオ燃料の技術革新や、次
世代自動車等の進展を勘案したバイオ燃料の段階的な導
入が必要となってくると考えられます。

続きまして、革新的技術開発の推進でございます。10ペ
ージ目をごらんください。

世界全体の温室効果ガス排出量を2050年までに半減す
るという長期目標達成のために、本年3月に「Cool 
Earth-エネルギー革新技術計画」を策定し、二酸化炭
素回収・貯留、革新的太陽光発電、先進的原子力発電な
ど、右上の図にございますような21の技術についてロ
ードマップを提示し、国際連携のあり方を提示してござ
います。これらの革新的技術開発を着実に推進していく
にはどうすべきか、国際連携を深めるために技術開発ロ
ードマップの国際共有をどうしていくべきかなどが課題
となっております。

次のページをおめくりください。原子力の推進について
でございます。

発電過程でCO2を排出しない原子力発電は、エネルギー



の安定供給と地球環境問題を一体的に解決するかなめと
して、着実に推進する必要があります。ただし、右の図
にもありますように、中越沖地震等の影響で我が国の設
備利用率は60％台と、他国に比べて著しく低くなって
おります。したがって、設備利用率の向上など既設炉の
活用や、新増設の実現に向けた取り組みが課題となって
おります。また核燃料の安定供給の確保や、核燃料サイ
クルの確立、高速増殖炉の早期実用化に向けた取り組
み、高レベル放射性廃棄物など処分事業の推進に向け
て、国民・自治体の理解の向上が課題となってきており
ます。国際的には、我が国のすぐれた技術を生かした原
子力産業の国際展開も課題となってございます。

続きまして12ページ目、原子力安全・保安について、ご
説明申し上げます。

原子力安全・保安については、昨年の新潟県中越沖地震
の影響を受けまして、現在停止中の柏崎刈羽原子力発電
所の設備健全性や耐震安全性の確認を現在行っていると
ころでございますけれども、これらの確認に加えて、地
元住民の方々への理解活動が課題となっております。ま
た、ほかの原子力施設についても、中越沖地震で得た知
見を反映して、どのように耐震安全性の確保を進めてい
くか、国民の理解を得ていくかといったところが課題と
なっております。



さらに、原子力発電所の保全活動を、より体系的・計画
的に行うことで安全性や信頼性を向上させることができ
ますものですから、新しい検査制度の導入といったとこ
ろも課題となっているというところでございます。

おめくりいただきまして、13ページ目、資源外交につい
てご説明申し上げます。

資源外交につきましては、近年、資源価格の高騰や資源
国による資源の国家管理の強化が見られる中、我が国に
資源を安定的に供給し、将来的な原油、原材料逼迫の懸
念を緩和するため、資源外交を積極的に展開していると
ころでございます。

まず首相、閣僚などトップレベルでの対話の機会を強化
するとともに、資源国との信頼関係の醸成を図っていま
す。先ほど、本年6月の大臣の産油国訪問の話を申し上
げ、石油増産表明が中東各国から行われたことを申し上
げましたが、他の鉱物資源につきましても、昨年11月
には甘利大臣が経済産業大臣として初めて南アフリカ、
ボツワナを訪問して、日本の先進的な衛星探査技術を用
いた鉱物資源探査・技術移転に同意するなど、具体的な
成果が得られております。また、資源国との関係強化の
ための協力についても、サウジにおける我が国企業の投
資促進や産業人材育成、ロシア、アフリカで見られる資
源の共同開発など、資源国のニーズに応じて広範かつ互



恵的な協力関係の構築に努めているところでございま
す。

このような取り組みや成果を踏まえつつ、今後どのよう
な取り組みが必要か、また国の政策はどうあるべきかと
いったところが課題となってございます。

最後に、電気事業制度改革についてご説明申し上げま
す。

電気事業制度改革につきましては、本年3月に電気事業
分科会におきまして、ここの資料にございますような基
本答申が策定されまして、去る7月4日に、今後の電気
事業制度についての詳細制度答申が取りまとめられてお
ります。この答申を受けて、経済産業省では、既に一部
の省令について改正を行うとともに、電力系統利用協議
会、ESCJにおいても、5月に、広域流通を通じた安定供
給に関する調整プロセスのルール改正が行われておりま
す。また、卸電力取引所においても所要の検討や規定整
備が今後行われる予定でございます。

右下のほうにございますが、特に卸電力取引所におけま
すCO2フリー電気と京都メカニズムクレジットの取引に
ついては、再生可能エネルギー等の取引円滑化を促進
し、低炭素社会の実現に向けた先進的取引として期待さ
れるところでございます。



当方からの説明は、以上でございます。

三村会長
ありがとうございました。

大変な広い領域と大きな問題を抱えているご説明だった
と思います。したがって、これまでの説明を踏まえまし
て、できればエネルギー政策の今後の基本的方向につい
てということで、各委員よりご意見等をいただきたいと
思います。いつものとおり、どうかご意見のある方はこ
れを立てて意思表明をしていただきたいと思います、順
番は私のほうで大体わかると思いますから。おそらく、
きょうはそんなに収れんした議論というよりも、各委員
の思っていること、特に、分科会あるいは部会の各委員
長さんもみんなおられるので、ご自分のことで特に言い
たいこともおありでしょうから、それも自由にご発言に
なって結構だと思います。ただ、人数もたくさんありま
すので、どうぞいつものとおり1人3分以内ということ
でやらせていただければありがたいと思います。どうぞ
ご意見のある方は、名札を立てていただきたいと思いま
す。

最初はなかなか立たないんですよね、後からたくさん立
つ。いかがでしょうか。

どうぞ、天坊委員。



天坊委員
今回からメンバーになりました、石油連盟会長をやって
おります出光興産の天坊でございます。よろしくお願い
します。

1つ最初に申し上げたいのは、最近の原油価格の高騰に
ついてです。ご承知のように、昨年の7月に70ドルだっ
た原油価格が、この6月には140ドル、今は20ドルほど
下がっておりますが、石油の価格が右肩上がりで上がっ
ていくというのは構造的なものではないかというふうに
私は考えておりまして、最大の理由は中国、インド等の
人口大国が、石油需要がものすごい勢いで伸びており、
それに引きかえまして供給面では、供給余力が非常にタ
イトになってきています。現実の問題として油が足りな
いということは起こっておりませんが、近い将来足りな
くなるのではないか、こういう思いがあるということで
す。

現在、1日当たりの石油の使用量というのは8,500万バ
レルぐらいです。既存の油田は平均して、少なめに見て
も2％ずつぐらい毎年減退をしております。したがっ
て、8,500万バレルの2％といったら170万バレルです
が、これだけは落ちていくわけです。なおかつ増えてい
く需要に対して、例えば毎年100万バレル／日で増えて
いくと考えますと、合計約300万バレル／日となり、日
算それくらいの新たな追加生産が必要になっています。



石油の開発、生産に至るまでの期間というのは、どんな
に短くても5年、長い場合は10年ぐらいかかります。そ
ういう点を考えますと、一時的に原油価格がマーケット
で上がったり下がったりいたしますが、基本的なトレン
ドは右肩上がりに行くというふうに考えておいたほうが
いいんだろうと思います。

そういう観点から申し上げますと、原油価格の高騰分を
石油製品に転嫁して、消費者の方に対しては大変ご迷惑
な話であると思いますが、あまりにも大きい価格で上が
ってまいりますので、これを1つのところで支えるとい
うことはまず不可能です。できるだけ早く次の部分に価
格を転嫁していく、現在サーチャージというのが運送業
界なんかではとられておりますが、できればそういう形
で次々にパスをしていき、最終的に個人消費、個人の収
入がそれに見合って増えていくような形で解決するより
しようがないのではないかと思います。

日本は、従来非常に安いエネルギーを使って経済発展を
してきたわけですが、現状の高い価格で貿易が成り立つ
ような仕組みにまだなっていません。ということは、こ
のままではいずれエネルギーを負担できなくなるという
ことになりますので、ぜひともそういうことを考えてい
ただきたいというのが私のお願いであります。

三村会長



ありがとうございました。これはご意見ですので、経産
省のほうから何か答えるという性格のものではないです
な。おそらくそのようなことも必要だと思いますね、ど
ういう対策をとるのか。ありがとうございました。

次、内藤委員、よろしくお願いします。

内藤委員
ありがとうございます。

ありがとうございます。

先ほどの説明にありましたように、かなり体系的にやっ
ておられるということはよく分かりますけれども、それ
を理解した上で、国際的な産業、政策の実態というのを
もう一度よく見直してみて、それで日本としてもめり張
りのきいた戦略構築の論議をしていくことが特に必要だ
と思っております。

こういうことを申し上げますのは、私、フランス、イギ
リス、アメリカで定期的にいろいろな議論をしておりま
すけれども、そこで議論をする内容と日本で議論する内
容とに差があるなという感じがしておりました。そうし
たら、この前のサミットの前に、IEAのチーフエコノミ
ストが参りまして、「2日間日本人に会って、いろいろ
と話をしたが、今欧米ではエネルギーセキュリティーが
より緊急の問題であるのに、日本で聞いたら、みんな地



球温暖化問題に焦点を当て、しかもその内容についても
欧米と一周ちがいだった」との感想を述べていました。
私も全く同感でした。そこであえて申し上げましたよう
に世界の動向を、本当に現場の動向まで踏まえてもう一
度調査をし、対策を検討することとしてほしい。エネル
ギーセキュリティーといえば、例えばフランスなどは、
原子力あるいは石油開発等々についても本当に腰が据わ
っております。昭和8年以来、日本はフランスの政策を
学んできた。ところが今は非常に大きな乖離が結果的に
生じています。そこで例えばもう一度フランスの現場を
徹底的に洗って対策を考えるというふうなところを調べ
るのも1つの方法であると思います。

エネルギーセキュリティーとクライメイトチェンジにつ
いて申し上げますと、この資料を見ますと、同じコイン
の裏表である、ピリオドになっておりますけれども、本
当にそれだけかというのがさっきの認識の違いになって
くると思います。例えば、クライメイトチェンジについ
ては、地球の全人類が対応しなければならない新しい社
会リスクマネジメントである。それに対して、エネルギ
ーセキュリティーは、現在、地上にいる人間同士の取り
合いの議論であって、全く旧来型のリスクマネジメント
である。また、クライメイトチェンジはその効果の現れ
る地域やタイミングに違いがある、イージーオイルの終
焉も近づくという中で、しかも今後、炭化水素が非常に
重要であるというふうなことを考えると、エネルギーセ



キュリティーはタイミングとして緊急である。両者の違
いは価値観の違いにも関係します。要するに、結論的に
はMEMのメンバー全体がやるようなポリティカルウイル
とそのコミットメントということが必要だけれども、
WTOの動き等を考えて、本当にそれがなるかどうかとい
うふうなものも見据えて考えなければならない。そうい
う点で、ここの認識でも、同じコインの裏表というほど
単純なものではない、そこにめり張りをつけてほしいと
いうのが私の希望であります。

さらに付言しますと、例えばセキュリティーに関して、
資源外交というのがありますけれども、資源外交をやる
について、その裏にプレーヤーズとして本当に一緒に動
く自国の企業群が必要であるというのが非常に大事なこ
とです。ところが日本の石油開発についても、原子力の
プラントメーカーについても、国をあげての一体的企業
体制になっていない。原子力についても、欧米人から、
なぜ日本が3社で別々にやるんだという種類の議論があ
って、プレーヤーが本当に日本国益をもって、官民一体
になって動くという体制ができていないという話が出さ
れます。

それから、技術開発についても、地球温暖化対応に十分
効果のある長期的な技術開発は並べられておりますの
で、これは非常に重要だと思いますけれども、セキュリ
ティーという点からいえば、資源国のニーズを踏まえた



開発、例えば石油であればディープシーにおける開発、
等々いろいろな技術ニーズがありますけれども、先方の
真のニーズを考えてこれを提供して、この利権をとった
例として今年のシュトックマン油田開発の例というふう
なことを見るにつけて、いろいろ感じるわけです。

それからもう1つは、セキュリティーの関係では、日本
がマーケットとして魅力があるようにする必要がある。
その点からいうと、特に中東等の関係からは、彼らはア
ジアに金融のセンターが要る。その中で今シンガポール
に接近を続けていて、インドも中国も徹底的に裏でシン
ガポールと連携し始めているというふうなことが言われ
ています。産油国が金を持ってもどこかへ投資しなけれ
ばならない、あるいは活用しなければならないという中
で、欧米以外に第三のセンターとしてアジアが重要だと
考えている。その金融センターは産油国が安定的に資金
供給を続けることで支える必要があると考えているの
で、エネルギーセキュリティーとも直結する。金融セン
ターの一つとして日本は考えられていないというふうな
状況になってきているのは、日本人の認識と世界の認識
とは違うということを示している。そういう種類のこと
も踏まえた日本の市場としての魅力のあり方というふう
なことも体系的に考えていくことがエネルギーセキュリ
ティーにも結び付くと考えます。

それから、クライメイトチェンジに関しましては、日本



の議論を見ておりますと、環境アイデアリズムを先行さ
せた形での議論がいろいろ大手を振っているように思い
ます。それは1つ重要な視点ではありますけれども、リ
アリスティックなエネルギーのベストミックスを、技術
進歩の焦点の当て方を含めて、そういう点から考えると
いうふうなことが必要だと思います。

最後に、1つだけ特異な例を挙げますと、実は宇宙太陽
光発電、日本では核融合と同じような長期の目標だと言
っていたのが、あるアメリカの会社で私と一緒のメンバ
ーであるNASAの前長官が、「NASAでは改めて宇宙太陽
光発電の研究開発に動いているんだ」というのを聞い
て、本当にそこまで動いているのかとびっくりしたわけ
ですけれども、二、三週間前の『ヘラルド・トリビュー
ン』に短いが具体的な論文が出ております。その論文で
は、要するにキロワットアワー当たり8セントないし10
セントで供給が可能である、それから、宇宙太陽光での
開発をすれば、自動車用燃料も含めて全地球の必要エネ
ルギーがそれで供給できると書かれていて、まだ行く先
にはいろいろな解決すべき問題があると思いますけれど
も、そういう発想が現実に、そこまで議論されているの
かという感じがあります。

したがって、いろいろなことを申し上げましたけれど
も、結論としてお願いしたいのは、やはり世界の現場の
実態をもう一度勉強し直し、あるいは政策の現場を勉強



し、めり張りのきいた戦略をつくるということで、今並
べているのをもう一つ深掘りをしていただきたいという
のが意見でございます。ありがとうございました。

三村会長
ありがとうございました。クライメイトチェンジとエネ
ルギーセキュリティーについて言えば、エネルギーセキ
ュリティーのほうがより緊急であり大切なのではないだ
ろうかと、こういうことですね。

内藤委員
いや、両方大事だけれども。

三村会長
もちろん、ただ非常に貴重なご指摘だったと思います。
ありがとうございました。

次は、秋庭委員、よろしくお願いいたします。

秋庭委員
世界戦略の後に急に身近な話で大変恐縮ですが、私たち
消費者は、今もうほんとうに物価が上がり、そして食卓
を預かる主婦の立場としても毎日の買い物に悲鳴を上げ
ずにはいられないぐらい物価が上がっています。昨年こ
の総会があったときには、まだ余裕があったというか、
納豆の粒が減ったとか、ちくわの穴が大きくなったと
か、その程度で済んでいたことが、もうありとあらゆる



物価が上がってしまっています。さらに今朝の新聞を見
ても、8月から、また卵とか、それから乳製品、いろい
ろ基本的に必要な食品がすべて上がっていくということ
で、どうやったらこの物価高の中で私たちの家計を守っ
ていくことができるのかということが、ほんとうにつら
いところです。夏休みに入りまして、旅行に行こうと思
っても、またガソリンは高くなっていますし、そして海
外旅行に行こうと思ってもまたサーチャージが高くなっ
ていて、二重価格じゃないかと思うぐらいの高さになっ
ております。

こんな中で、長期的な展望を持ってエネルギー政策をや
っていくことは大変重要なことだと思っています。しか
しながら、身近なところで国民の生活が安定しなけれ
ば、国民としても毎日の生活がまず第一でございますか
ら、そこのところを生活を安定するためにどうしていっ
たらいいのかということを考えて、まずは緊急の政策を
ぜひとっていただきたいと思っています。

先ほど天坊委員のほうから、燃料サーチャージ制度を促
進するなど、原油高を転嫁することによって個人の収入
を上げていき、そして生活の安定のほうにというお話が
ありましたが、今それをさらに強力に進めていただきた
いと思います。漁業もこの間休漁ということがありまし
たし、また畜産業も昨日そういうようなデモ行進があり
ました。



その中で、私たちは一体どこまで我慢していったらいい
のか、何をしていったらいいのかということをお示しい
ただかないと、いつまでも我慢はできないというところ
があります。ましてやこれから、今こんなに暑いのです
が、ことしの冬、灯油がさらに去年より高くなっていく
ことは目に見えています。その中で、北の生活の人たち
がどうやって生活を守っていくかということは、この暑
さの中で既に政策をとっていかないと、とてもとてもや
っていけない状態になっていっています。

これからいろいろ技術革新、省エネルギー、そして新エ
ネルギーにおいても、技術革新をしていくことは大変重
要だと思っています。そしてそれは国民の負担を前提と
していますが、きょうの生活が守られないと、何年後か
の技術革新に国民の負担をと言われてもなかなか納得の
いかないところです。ましてや電気代、そしてガス代も
値上げというふうに聞いておりますので、その中で生活
をどうやって防衛していくのかということを考えると、
納得のいく身近な政策をぜひお願いしたいと思っていま
す。以上です。

三村会長
ありがとうございました。

それでは、次に崎田委員、その次に鳥居委員、黒田委
員、橋本委員という形で進めさせていただきます。



崎田委員、よろしくお願いします。

崎田委員
ありがとうございます。今、身近な政策をというお話が
ありまして、ちょっと視点を変えてお話をさせていただ
きたいと思います。

やはり今身近にいろいろなものが上がってきて、国民が
大変不安に思っているということは事実です。それをど
ういうふうに解決していったらいいかという政府の全体
像や国民の動きとか、やはりそういう全体像が、信頼関
係を持って情報交換する、情報が明確に発信される、そ
ういうことがまず大事なんじゃないかなというふうに私
自身は感じています。

こういうエネルギーの方向性を考える場で、私自身はや
はり強く思うのは、先ほどの今後のエネルギーの安定供
給と気候変動対策、私はぜひこの両方をきちんとやって
いただくことが大事だというふうに思っています。気候
変動対策は非常に長期的な視点なために、今どうすべき
かというところが見えにくいんですけれども、だからこ
そ今とる施策をエネルギーの安定供給とリンクさせなが
ら、きちんと対策をとっていくということが大事なので
はないかと思います。その中で、私自身は、温暖化対
策、温暖化の非常に急激な進展のことも考えると、今原
子力ということに関して、私たち国民自身があまりに
も、この原子力についての議論を避けているという状態



を変えていくということが大事なんじゃないかなと私自
身は思っています。

既に電力の3割を発電する能力がある、これが安定的に
まずきちんと運用されるということもベースに置きなが
ら、私自身は新エネルギーをしっかりと、もっともっと
増やしていただく、そういうようなエネルギー源をきち
んと分散させながら、すべての事業者さんの取り組みが
日本全体のエネルギーの安定供給と温暖化対策につなが
っていくようになっていくということが大事だというふ
うに思っています。

そういうことをできるだけ私たち市民社会にも本音で情
報を出していただきながら、私たち自身が事業者の安全
性の確保に対してどういう情報をいただいたらありがた
いのかということをちゃんとお話ししたり、あるいは原
子力発電から出る放射性廃棄物の処分とか、そういう道
筋が立っていないということに関してももう少しきちん
と理解をしていくとか、やはりそういうふうに私たち市
民が本音できちんと理解していく、そして現状の中で市
民自身ができることは何かということを考えていくこと
自体も大事だと思っております。

その中には、最終的にはコスト負担というのが必ず来る
と思います。そのコスト負担に関しても、ほかの費用が
どんどん上がっている時代ですので、どういう理由で、
どこまで私たちは払うことが求められ、事業者はどうい



うふうにご苦労されているのかという全体像を常に情報
発信していただく、そういう中でこういう検討が進んで
いくことが大事だというふうに思っています。

とりあえず私の考えを言わせていただきました。よろし
くお願いいたします。

三村会長
ありがとうございました。

次、鳥居委員、よろしくお願いします。

鳥居委員
先ほど秋庭委員、それから今崎田委員からお話がありま
したが、電力の価格をどうやって下げようかというの
が、我々3年前に電気事業分科会で始めた大きな議論だ
ったわけです。そこでまず浮かび上がった大きな政策
は、電力の自由化だったんですね。PPSが参入する、あ
るいは自家発が参入する形で、実際に電力価格というの
はずっと下がりつつあったんです。

ところが、それが、1つは地震の影響で原発がとまって
しまう。それから、もう言うまでもない原油価格の暴騰
と、それに、実はほとんど注目されていませんけれど
も、ウランの価格が10年前に比べれば約10倍に上がっ
ています。そういう状況のもとで、今我々電力価格が上
がらざるを得ないという状態になっています。



しかし、ベースになる電力供給の仕組みとしては、先ほ
ど申しましたようにPPSの参入、そしてきょう理事長の
植草委員がおられますけれどもESCJの設立、それから
電力卸売市場の設立という形で、電力の流通価格という
ものをできるだけ市場のメカニズムから下げていくとい
う努力は、これからも続けていかなければならないと思
います。

その中で、今崎田委員のお話にもありましたが、一番大
きな問題は原発のことだと思います。原発の比率が最終
的に30ないし40％の安定供給電源になり得るような努
力というのをこれからしなければならない。柏崎が今と
まっていますけれども、あれは東京電力への供給のほか
に、東北電力への供給もしていますから、大きくは2社
に直接的にまず大きな影響がいって、そこに今度は融通
をする他の電気事業者のところにも影響がいくというこ
とになって、そこへ、先ほどから申し上げている原油価
格の暴騰という形でダブルパンチを食らっているもので
すから、ほとんどの電力事業者が価格を上げなければも
う利益が出ないといいますか、やっていけない状態にも
う陥っているわけですね。ですから、そこのところをこ
れからどのようにして解決していくかを考えていく必要
があります。

さらに、原発につきましては核燃料サイクル、特に、当



面は廃棄物の処理の問題が大きな問題でして、目先六ヶ
所村の施設がこの冬を待たないで運転開始できるかどう
かというところが大事だと思います。行ってごらんにな
るとわかりますが、もう極寒の地ですから、冬を越えて
さらに最終的な仕上げの段階が続くようであると大変困
りますので、できるだけこの冬を待たないで六カ所が運
転を始めてくれると、そして、その次には、六ヶ所村で
処理できるのは全国の廃棄物の大体半分ですから、残り
半分はまだ依然として、極端な言い方ですけれども野積
み状態になっているわけです。それを処理する第2工場
をどこにどうやってつくるのかということについては、
全くまだ表では議論が行われていない。

さらに、六ヶ所及び第2工場で処理されたものから出て
くる最終廃棄物、それをどこに処分するのかということ
については、全くもうめどが立っていないという状態で
ありますので、この問題を乗り越えるためにぜひ政府に
もご努力いただきたいし、業界にもご努力をいただきた
いと思います。

これが一番中期的には重要な問題だと思います。それを
越えて、長期的には核燃料の確保という問題が非常に大
きな問題でして、特にウランの確保ですね。地政学的に
も相当日本は追い込まれていますので、その確保のため
に外交をはじめとするご努力をいただきたいと思いま
す。そして、さらにその先にいろいろな新エネルギーの



問題、太陽光の問題あるいは、先ほどお話が内藤委員か
らありましたけれども宇宙発電の問題とか、そういう問
題を考えていかなければならないと思います。

最後に、需要の側も、これからものすごい勢いで技術が
変わりますので、我々が考えている以上に、これから大
体二、三十年の間に需要の構造が変わっていくと思いま
す。家庭の需要、例えば冷蔵庫の改良とかいろいろあり
ますけれども、決定的に大きいのはやはり産業界の技術
の革新だと思います。それからもう1つは自動車の技術
革新だと思います。今1リットルのハイオクガソリン
で、センチュリーで大体4キロ、上手に運転する運転手
さんが高速道路を走ってもせいぜい6キロですよ。とい
うことは、1リットル200円ののハイオクガソリンで4キ
ロ走る、ということは50円で1キロ走るということです
ね。ところが、もう電気自動車の中には100円で10キロ
走る、つまり50円で5キロ走るという車も実現しており
ますし、それの約10倍を目指した自動車開発が行われ
ています。おそらく自動車のエネルギー源単位はどんど
ん改善されていくと思います。おそらくほかの産業でも
そういう源単位の改善が行われていくと思いますので、
それをぜひ、この総合資源エネルギー調査会の枠外では
ありますけれども、経産省の大事な仕事の一部でありま
すので、そちらのほうでもご努力をいただきたいという
ふうに思います。以上です。



三村会長
ありがとうございました。随分札も立っておりますの
で、3分程度という形でよろしくお願いします。

では黒田委員、よろしくお願いします。

黒田委員
ありがとうございます。既に各委員の言われたことと若
干重複する部分もあるかもしれませんが、現在のエネル
ギー価格高騰と物価の上昇を日本経済の中でどうとらえ
るかという視点をもう少し、ここの部会だけではなく
て、政府全体の議論であり、ほかの経済財政諮問会議等
の議論とかかわってくると思うんですが、考えておかな
ければいけないと思っていまして、第1次オイルショッ
ク、第2次オイルショックのときに一種のスタグフレー
ション的な要素が生まれたわけですけれども、今回のエ
ネルギー価格の上昇というのは、それと随分違った局面
にあるんじゃないか。やっと失われた10年とか15年、
20年の日本経済がよくなりかけたときに、エネルギー
価格の高騰がここで起こってきた、まさにスタグフレー
ションが起こり得る状態に今なってきているというのが
日本経済の現状だろうと考えています。

第1次・第2次オイルショックのときは、エネルギーの
生産性が上がる、労働の生産性が上がることによってカ
バーができた側面と、世界全体のエネルギー需供給のバ



ランスがとれて、エネルギー価格がもとに戻ったという
要素があったわけですけれども、これからはエネルギー
価格は右肩上がりだということになりますと、日本経済
にとってエネルギー価格の上昇が一体どう経済の中で影
響して、それにどうマクロ政策として、それからマイク
ロな技術等々の政策として対処するのかということをや
はり考えた上で、エネルギー政策というものを考えるべ
きではないだろうかというふうに思います。

そのときには、多分よりどころは技術、イノベーション
しかないわけですから、イノベーションの政策に、どこ
に重点的な施策を置いて、日本経済そのものをリードし
ていくかという視点が片方にあって、結果的に資源エネ
ルギー政策が論じられるということになるのではなかろ
うかと考えています

三村会長
ありがとうございました。

次に、橋本委員お願いしますが、順序としては橋本委員
の次が柏木委員、それから浦辺委員、森委員、縄田委
員、野村委員と、こういう順序でやらせていただきます
ので、よろしくお願いいたします。

それでは、橋本委員、お願いします。

橋本委員



ありがとうございます。

今の黒田先生のご意見と似ているんですけれども、もっ
と大きくとらえなくちゃいかんだろうと。要するにエネ
ルギー、あるいはレアメタルなどを中心に資源外交とい
うことを言っていますけれども、三村会長のところの鉄
鉱石、もうヴァーレとかBHPビリトンとか極めて寡占化
が進んでしまっている。先高感プラス投機資金の流入、
それプラス供給するほうが極めて優位に立ってきている
状況になっている。そうすると、鉄鉱石でも原料炭で
も、原料炭はここ5年で6倍になっているわけですね、
鉄鉱石は4倍になっている。そして食料もものすごく上
がり始めている。今のままでいくと外貨準備なんていう
のはすぐ食いつぶしてしまう。

こういう状況になって、国によっては生活保護国的なと
ころも出てきてしまうのではないか、それをどうやって
世界全体が発展していけるような体制、少しでも進歩し
ているなという状況をつくり出すかということについ
て、日本が主導権といいますか、どんどん先に立ってい
っていかなければ、このままでは日本も今のような形で
ODAを出しているなんて時代ではなくなってしまうので
はないかなと思っております。そういうことを含めて、
私どもはこの間、関東知事会として、サミット前に官房
長官に、サミット各国が協調して、行き過ぎた市場原理
主義を再考するとともに、現在のようなマネーゲーム化



している状況を収束させ、経済活動を含む世界各国の行
動を秩序あるものにしていくことが喫緊の課題だから、
これについてぜひリーダーシップをとってくれというこ
とを申し入れに行ってまいりました。

そういったことも含めて、私は、資源だけというのでは
なくてもう少し大きい観点から、総合資源エネルギー調
査会というタイトルのもとでありますけれども、物を考
えたほうがいいのではないかなということが1つありま
す。

それからもう1つは、先ほどからイノベーションの話が
出ていますけれども、これもほんとうに蓄電池をはじめ
として、どうやってこれからのエネルギーが、最終的に
は大変不足していくのではないかと言われる中で安定的
な供給に努められるかということになると、イノベーシ
ョンは大変大事だと思いますけれども、そのための人材
の育成、例えばアメリカ、ハーバードだともう3兆
8,000億、350億ドルという基金を持っているんです
ね。それで世界中から人を集め始めている。日本の場
合、この間東大130周年で130億、将来2,000億を目標
にするということを言っておりますけれども、相当人材
の育成ということに、資源エネルギーの立場からも配慮
していく必要があるのではないかというようなことを感
じておったところであります。



それから、もう1つ具体的な話を少し追加させていただ
きますと、この間環境大臣に、環境関係でいろいろ申し
入れを行ってまいりました。その中の1つに、地方との
協力をもっとしっかりしたものにしたらどうかと。今
は、例えば関東経済産業局の管内で、大規模事業所、
1,500キロリッター以上使うところというのは6,000カ
所あるんですね。それで経済産業局のほうの省エネスタ
ッフというのは10人しかいない、とてもじゃないけれ
ども全部見られるわけもない。そのデータも県のほうに
は来ていない。ぜひいろいろな形で協力体制をつくって
いく必要があるのではないかと思っております。

また、民生部門が大変おくれているわけでありますけれ
ども、これについて、例えば環境省なんかは「私のチャ
レンジ宣言」というのをやっている。しかしほとんどの
人が加入しなかったので、我々手を挙げて今いろいろ推
進策をとっておりますけれども、そういったものの普及
にしても、あるいは電球型の蛍光ランプの普及などにし
ても、国が音頭をとっただけでさっぱり一般の国民まで
広がっていない。そこをどうするかという点で、いろい
ろ頭の中で考えて、音頭をとられていくということは必
要でありますけれども、省エネという具体的な施策にな
ると体制を考えなくてはいかんのではないかなと思って
おります。環境省のほうでも、地球温暖化防止活動推進
センターといいましたか、それも三、四人しか各県にい
ないんですね。それではとてもとても、ほとんど存在す



ら知られていないような状況になってしまっておりま
す。

そういったことと、あと特に、わきに関電の社長さんが
おられるので言いにくいんですけれども、RPS法です
ね、これでもうちょっと、例えばイギリスなんかは
10％以上を目標にしているんです。そういう導入目標を
もう少し引き上げていったらいいんじゃないかとか、あ
るいはまた、ドイツで太陽光発電があれだけ進んできて
いるのは、結局は買い上げ単価というものが非常に高
い。日本に比べれば3倍ないし5倍ぐらいまでの幅にな
っているわけでありまして、そういったことも含めて相
当積極的なこと、今やっと太陽光については少しまた再
度始めようかという機運が出てきているようでございま
すけれども、もっと思い切ったことをやっていただくこ
とが必要なのではないかなと思っております。

以上で終わりにします。

三村会長
ありがとうございました。

次、柏木委員、よろしくお願いします。

柏木委員
新エネ部会長の柏木です。



今ちょうどRPSを引き上げろという話が出ていましたけ
れども、RPSの場合には、現状においてはまだ新エネ国
家日本として政治決断していなかったと。よって、割合
を決めるときに、不文律ですけれども、義務を課せられ
ている電力事業者が自分の努力の中でどうにか吸収しな
きゃいかんという話になれば、それはどうしたって小さ
くせざるを得なかったわけですけれども、ただ今度の福
田ビジョン、並びに、つい二、三日前に閣議決定された
低炭素社会づくり行動計画、これで新エネ・モデル国家
日本というのが政治決断されたと私は理解していますか
ら、そうなりますとRPS5％やるとか7％やると、それは
構わないわけですよ。ただ国民が払うという話になりま
す。ですから、そこをきちんと周知徹底した上で、今後
の新エネ政策をやっていくべきだという考えを持ってい
ます。

それで、今ここの基本的方向の新エネルギーのところを
見てみますと、新エネ対策の強化というのは、太陽光発
電の価格を低減し普及につなげるべきではないかと。こ
れはだれでも言うんですが、どうやって低減するんだと
いう話になりますと、企業は一応量産に入って量が決ま
れば低減できると言っているわけですね、量がなかなか
決まらないから低減できないんだと。ですから、もしこ
ういう政策をほんとうにやるのであれば、一応福田ビジ
ョンで、首相見解で新エネ・モデル国家日本だという政
治決断をした今現在ですから、ある意味では、例えば省



庁連携で公共の建物に太陽光発電の義務づけをすると
か、そのぐらいのことをしないと首相が言ったことがう
そになりますから、そこら辺の強力な政策をやはり今打
つべきだと。

その理論的な背景として、例えばキャップ・アンド・ト
レードの恐ろしさというのだけ言って終わりにしたいと
思いますが、電力会社がキャップをはめて、100の電力
を出していって110になったと、ディマンドが。何でそ
れを補てんするか、原子力で補てんすれば、稼働率を上
げればCO2排出原則ゼロになりますからゼロ円と。石炭
火力で補てんすると大体0.7キロから0.8キロ、1キロ
ワットアワー出しますから、カーボンオフセットしなき
ゃいけなくなって、1トン当たり今3,000円、4,000円
ということになりますと3円から4円払わなければいけ
ない。これも一方的に日本から諸外国に流れるお金にな
ります。国内でのサーキュレーションはあまりない。

それに対して、新エネでやりますと、今RPSコストがキ
ロワットアワー5円ですから、石炭火力のカーボンオフ
セットとそれほど変わりがなくて、新エネのRPSコスト
というのはプレミア分ですけれども、ただCO2排出削減
コストと、それからイニシャルと地域活性化、自給率の
向上、国土の充実等々、中でお金が回り出すという、国
内の内需拡大になるということを考えると、やはり今後
の支援政策のあり方というのを改めて強固にしていくべ



きで、そのためには量をどうやって確定していくかとい
うことが極めて重要になっていくだろうと思います。以
上です。

三村会長
ありがとうございました。

浦辺委員、次お願いします。

浦辺委員
鉱業分科会の会長をしております浦辺でございます。

今回の資料で、革新的なエネルギー技術開発のロードマ
ップを示されたというのは大変賛成なんですね。日本で
できることというものの多くの部分として、そういう技
術というのがあるわけで、こういうものを通じて低炭素
型の社会をつくっていくというのは、資源の面から見る
と省資源につながって非常にいいわけです。ところが一
方で、レアメタルのような機能的な資源の場合に、それ
がもし省エネルギーということでバルクで使われるよう
なことになりますと、たちまち足らなくなってしまうと
いうふうなことで、現在も金属価格の値上がりの中には
そういう一面もあるということでございます。

要するに、省エネで技術を開発していくというために
は、やはりレアメタルなんかに関しては、セキュリティ
ーの問題も含めて長期的な視野で安定供給の方策をたど



っていっていただきたい。特に深海底資源というものが
今現在注目されておりますけれども、そういうものも相
当長期的な、10年20年という取り組みが必要ですの
で、そういうふうなものに取り組む中で、エネルギーの
省エネルギーというのをぜひやっていくということを視
野に入れていただければと思います。以上です。

三村会長
ありがとうございました。

次は、森委員、よろしくお願いいたします。

森委員
電気事業連合会の森でございます。私は6月に勝俣前会
長の後任として就任いたしまして、この会議に初めて出
席させていただきます。どうぞよろしくお願いいたしま
す。

まず、先般7月に最終答申を出されました電気事業分科
会で議論されました電気事業制度改革についてですけれ
ども、今回の改革もほんとうに鳥居分科会長に大変ご尽
力いただきまして、どうもありがとうございました。日
本型モデルをより適切に見直していただいたというふう
に思っております。我々の取り巻く環境も大変厳しいも
のがございますけれども、安定供給、環境適合、効率性
の同時達成という視点で引き続き努力していきたいとい
うふうに思います。



それから、現在のエネルギーを取り巻く環境を見てみま
すと、我々事業者の使命というのは低炭素の電力の安定
供給にあるというふうに思っております。その観点か
ら、先ほどご説明いただいた論点の中から、3点につい
て少し触れたいと思います。

まず、低炭素、安定供給の切り札であります原子力につ
いてですけれども、これはやはり既設の原子力発電所の
利用率向上を含めた適切な運用、それから新増設の着実
な実現、これにやはり全力で取り組んでいく必要がある
わけですけれども、やはり当面これをそのような形で進
めていくためには、現在の原子力発電所を安全で安定し
た運転を継続する、また、あらゆる情報を皆さん方に開
示してご理解いただくという取り組みが必要であると思
いますので、全力を挙げて取り組んでいきたいというふ
うに思います。

また、中長期的に原子力を推進していくためには、先ほ
どからも何人かの方からご意見をいただいていますけれ
ども、原子燃料サイクルの確立、それから高レベル放射
性廃棄物の処分事業の推進、これは欠かせないというふ
うに思っております。国、地元のご理解を得て、我々も
引き続き努力してまいりたいと思います。国におきまし
ても、これらの課題を達成するために、環境整備にまた
ご支援いただきたいというふうに思っております。



次に、原子力の安全と保安について申し上げたいと思い
ますが、耐震安全性の確保につきましては、柏崎刈羽原
子力発電所も原子力の安全にかかわる重要な設備に異常
のないことは確認いたしております。現在詳細に点検を
しておりまして、健全性の確認、復旧作業などを行って
おります。ほかの発電所におきましても、そういう柏崎
刈羽の地震により得られた知見等を反映いたしまして、
信頼性の維持向上に向けた取り組みを行っております。
引き続き、ほんとうに地元の皆様、国民の皆様全体にご
安心いただけるような取り組みを進めていきたいという
ふうに思っています。

それから、新しい検査制度、これはプラントごとの特性
に応じた検査をすることで、より信頼性の高い保全活動
を実現するという仕組みでございます。これをベース
に、我々これからこれを実践していくわけですから、当
初のねらいが実現できるように努力していきたいと思い
ます。

最後に、新エネの推進についてですが、電気事業者とい
たしましてもメガソーラー、電気自動車の導入計画を立
てて、積極的に取り組むことにしております。新エネ導
入につきましては、やはり技術、費用負担のあり方等の
検討が極めて重要な課題というふうに思っておりますの
で、国民全体で支えるとの視点から早期にご検討いただ
きたいというふうに思います。



先ほどRPS、それから太陽光発電の固定価格買い取り等
についてご意見ございましたけれども、やはりこれらの
負担を電気料金の中で負担するのか、国民全体で負担す
るといったときに、単に電気料金に全部そのコストを乗
せるというのがよいのか、もっとほかの全体として負担
する方法が何かないのかと、そういう視点での議論も必
要かと思いますので、ぜひよろしくお願いしたいと思い
ます。以上です。

三村会長
ありがとうございました。

次、縄田委員、お願いします。

縄田委員
レアメタル対策部会長の縄田です。先ほど浦辺委員から
のお話にもありましたが、レアメタルの安定供給に関し
て一言申し上げたいと思います。

レアアースを含むレアメタルは、各種製品の製造に重要
な素材であり、特に省エネ、新エネルギーといった分野
では不可欠なものとなっています。レアメタルなしでは
多くの省エネ、新エネ技術がまさに絵にかいたもちとな
ってしまうと言っても過言ではありません。一方、供給
は、エネルギー資源以上にごく限られた国、地域に集中
しています。近年国際需給の逼迫や価格の高騰等、供給
をめぐる情勢は大きく変化しています。昨年7月にレア



メタル対策部会では、安定供給についての報告書を取り
まとめました。その後政府におかれましても、既に事務
局からご説明がありましたように、資源外交における甘
利大臣のアフリカ訪問等、各種の取り組みを行っていた
だいております。

しかしながら、資源保有国の状況や、その後の政策の変
化などがあり、レアメタルの供給は決して安心できるも
のではありません。本調査会におかれましても、引き続
き安定供給の確保といった点にご留意いただくようお願
いいたします。以上です。

三村会長
ありがとうございました。

野村委員、よろしくお願いします。

野村委員
ありがとうございます。日本ガス協会の野村でございま
す。

エネルギーの課題として、日本全体としてどのように対
応すべきかということについて3点申し上げたいと思い
ます。

まず、原油価格の高騰でありますが、今先ほど天坊委員
もおっしゃったとおりでございまして、原油の価格とい



うのは一定の方程式をもって天然ガスの価格に反映をい
たしますので、その負担については適正に行われるべき
という点につきまして申し上げたいと思います。

原油や天然ガスの代金として日本の国から外へ流れてい
ってしまう富について、どのように日本の国に取り戻す
かと。これまでは自動車があり家電があり、いろいろな
形で付加価値の高いものを生産して取り返したわけです
けれども、今やその姿があまりはっきり見えなくなって
いるのではないかということを懸念いたします。膨大な
富を取り返す日本発の商品とか、あるいは技術が必要で
あって、そこに政策的な課題があるのではないかと、そ
のように考えます。

2つ目は、革新的エネルギーの高度利用技術の政策的な
位置づけについてお願いをしたいと思います。

エネルギーの高度利用技術というのは、現実にある技術
を具体的な商品、あるいは付加価値のつくものとして利
用するためのステップでありますから、その間にさまざ
まな試行錯誤があります。その点に関して、導入補助事
業制度の構築でありますとか、あるいは一層の国のご支
援をお願いしたいのであります。例えば、燃料電池につ
いて申しますと、これまでもいろいろな形で国のご支援
を得て、大規模な実証実験をやって、そして他の業界と
共通で「エネファーム」という名前をつけまして、市場
投入をしようとしておるわけでありますけれども、こう



いったすばらしい技術を具体的な商品にするその過程と
いうのが一番重要であろうと思います。そしてまた、補
助等が最も効果的になるという場所であろうかと思いま
す。一層の補助制度について政策的に位置づけていただ
くようにお願いをしたいと思います。

3点目は、新エネルギーに対する取り組みでございま
す。

私どもガス業界といたしましても、ひとつの例として大
手4社がバイオガスの購入制度の整備を行いました。こ
れまでもその促進に努力してまいったわけでありますけ
れども、現実には非常に規模の小さいものの積み上げで
ありまして、コストの面でも、あるいは利用技術の面で
もさまざまな制約がございます。この6月に取りまとめ
られました新エネルギー部会の緊急提言にもありますよ
うに、新エネルギーの促進については、私ども供給側の
努力とともに、これは私どもだけではなくて、地方自治
体とか、その他のさまざまな関係者があろうかと思いま
すけれども、ユーザーの方々についても利用拡大の努力
も必要であるとされておりますので、それらに対する促
進支援の施策もあわせてご検討いただきたいと思うとこ
ろであります。

最後になりますが、資源外交への期待につきまして。天
然ガスについては長期の契約の更新時期にこれから数年



の間やってまいりますので、大変強い期待を持っており
ますことを申し述べまして、私の意見とさせていただき
ます。ありがとうございました。

三村会長
どうもありがとうございました。

次は石谷委員にお願いしますが、順序としましては、次
に中上委員、住田委員、田中委員、知野委員、それから
村上委員ということでやらせていただきます。よろしく
お願いいたします。

石谷委員
どうもありがとうございます。ほとんど今いろいろなご
意見が出まして、重複しているところがあるかと思いま
すけれども、ちょっと3点ほど簡単に申し上げたいと思
います。

1つは、CO2削減、これまでサミットに向けて非常に思
い切った政策が出ておりますが、その実現のためには多
くの負担が国民というのか、産業にも個人生活にも負担
がかかってきます。そこへエネルギーの資源の逼迫とい
う話も出てきて、長期的にもますます経済的負担がかか
る。この中で、私は省エネを担当していまして、省エネ
は従来「得する省エネ」ということを強調してきました
が、ある時点からはそれも行き詰まって、これからは
「損する省エネ」とか「我慢する省エネ」とか、そうい



う段階までいかないと、思い切ったCO2削減はとてもで
きない。

それと同時に、CO2排出への課税とか規制は、今までお
話が出たように、産業構造とか、あるいは価格体系を相
当を変えないと対応ができないと思います。何人かの委
員のご意見にありましたように、こういうことをやった
ら具体的にどういう影響が出てくるかということのPR
が不足で、一般の方にはよくわかっていないと懸念され
ます。資源制約で原油が上がれば消費が減少したり、排
出抑制で対応をとればCO2は当然削減されてきますが、
当然コストは増加して、それぞれ別の観点からの意見が
出るということになります．やはり長期にわたってこう
いうことをしたら、一体どのくらい産業が国際的な影響
を受け、そして個人生活にもどういう影響を受けるかと
いうことをもう少しわかりやすく見せておく必要がある
かと思います．そうでないと個々の時点で、個々の問題
に対して大きな課題が出てくることになります。

ですから、政策的に価格を転換するとか補てんすると
か、そういうことも非常に重要でしょうが、やはりその
前にこういった政策の効果を見せておかないといけない
と思いますので、そういう努力をしていただきたいとい
うのが1点です。

それからもう1つは、環境技術としての新エネ、燃料電



池とか電気自動車とか、長期にわたって非常に効果があ
ると思われますが、現時点の技術ではまだ不確定性が残
って非常にリスクが高い。海外ではそういうものがベン
チャービジネスへの投資という形で進んでいるように見
受けられますが、日本の経済構造ではそういうことはあ
まりなくて、従来国がリスクをとっているケースが非常
に多い。それが補助とか育成ということかと思います
が、そのあたりの仕分けをはっきりして、やはり日本の
国情に合った育成、推進を続けていただかないと、せっ
かく技術のもとを持っていても海外におくれる可能性が
あると思いますので、その辺も新たな枠組みなどを検討
していただけないかという点が2点目です。

それから同じ新技術の開発、実用化においては、産業が
こういうものに新たに投資するためには、国の政策がぶ
れると非常に危なくなる。例として私は燃料電池にもか
かわっていますが、燃料電池というものは国がずっと迷
わず政策支援をしているので技術開発、実用化もしっか
りと継続しておりますが、完成までにはまだ長時間かか
ると考えられます。そう言ったときに、その推進政策が
途中で1回でも切られますと、そこですべてが終わるお
それがあります．ですから、技術開発、実用化のための
ロードマップというか、将来どの時点でどこまで持って
いくかということを十分に検討した上で、覚悟を決め
て、一度決めたらしっかりとそういう政策を保っていた
だ区必要があります．現時点ではそういうところは継続



的にしっかりやっていただいておりますが、こういうこ
とが今後、抜本的CO2削減には非常に重要かと思ってお
ります。どうもありがとうございました。

三村会長
ありがとうございました。

中上委員、よろしくお願いします。

中上委員
ありがとうございます。

今の石谷委員のお話とも若干関係するんですけれども、
国民にわかりやすく訴求するという点では、私はサーチ
ャージというのは1つの見える化ではないだろうかと思
います。これまで全部内数であったものが外出しになっ
て見えるようになったわけですから、ある意味では国民
に理解されやすいわけでありますが、逆になぜ内数であ
ったかというと、企業努力でそれを吸収してきた部分も
あるわけです。どこで外出しをするのかということは、
いろいろな立場によって難しいと思いますけれども、そ
ういう機運が生まれてきたということは、ある意味では
国民にとってわかりやすくなったのかなという気がいた
して、それが1点です。

もう1点は、私の個人的な意見ですけれども、低炭素社
会という言葉は非常に新しいネーミングで新鮮に聞こえ



ますけれども、私は途上国の省エネの仕事もお手伝いさ
せていただいているのですが来週もベトナムに行くんで
すけれども、そういった国々に行きまして、おそらく低
炭素社会というような言葉を言っても、彼らにとっては
そんなぴんと来ないのではないか、ちょっと疑問といい
ますか、懸念を感じるわけでございます。

そういう意味では、やはり最初に内藤委員のお話がござ
いましたけれども、やはりクライムチェンジにあまりシ
フトし過ぎるとそういう表現になるんだろうと思いま
す。世界のエネルギーセキュリティーを考えると、途上
国の省エネルギー、あるいはこれからのエネルギーの需
給というのは非常に大きな意味を持っているわけです。
彼らを巻き込んでやるためには、むしろ低炭素社会とい
う言葉は金持ち国の道楽というふうにとられるんじゃな
いかと、極端に言えばそういうふうに私は思っておりま
す。首相がお使いになったものですから、あっという間
にこれがキーワードとして定着しつつありますけれど
も、この低炭素社会という表現は考え直した方が良いの
ではと思っております。少し違った意見かもしれません
が、以上です。ありがとうございました。

三村会長
ありがとうございました。

次は住田委員、よろしくお願いいたします。



住田委員
本日お示しいただきました取り組み状況及び今後の基本
的方向について、網羅的に非常によくわかりやすく勉強
になったと思います。どうもありがとうございました。

今回のこのエネルギー問題、特に原油高と資源に関して
非常に逼迫した状況の中で今後どうするかということに
ついて、これはサミットでも言われましたし、ここでも
言われましたように、原子力発電をきちんと合理的に進
めなくてはいけないということは、もうこれは異論のな
いところだろうと思うんですが、この場にいる方も皆さ
んそうだと思うんですけれども、残念ながら国民全体の
アンケート調査をやったらそんな大多数にならないとい
うのが今の現実であろうと思います。いざ各論に入っ
て、高レベル放射性廃棄物の処分の問題とか、その他の
問題もありますが、いずれも立地県において、例えば選
挙で負けてしまうだとか、選挙の前だから情勢がよくな
いからとかいう形で、政治的決断を待たざるを得ないと
いうのがこれもまた今の日本の現状だろうと思います。

その原因は、やはり国民が納得していない、その理由の
一つには、どうしてもセンセーショナルにされるマスメ
ディアの報道であろうと思います。今までは情報公開と
いうのはこういうときによく出てきたキーワードだった
んですけれども、私は公開しているのは十分だろうと思
います。さらに積極的にこういうふうな問題について、



きょうありますような資料について国民に対してわかっ
ていただくための、そういう意味での啓発活動というの
を進める必要があるのではないかと思っております。

私自身弁護士として、またその他の立場から、法教育、
それから消費者教育、金融教育というのを出前講座のよ
うな形で出かけていっておりまして、日本の場合は学校
の教科だけではなくて、社会の中で生きる力をもっと醸
成する必要があるということを痛感しています。法教育
の場合はいろいろな利害が対立する中で、それぞれの意
見を出しながら円満に調整していく手法、それを身につ
けようというものですし、金融教育は、リスクがあるけ
れども一定のリスクを賢くとって、最大限に活用してい
こうというようなもので、自立した、自分で考えられる
理性的な判断力のある人たちをつくるというのが共通し
ているところだろうと思います。

そうしますと、エネルギー教育というのも、もっと必要
ではないでしょうか。幼いころから自然教育、自然科学
の一端に触れまして、それが将来の人材育成にもつなが
るかと思います。今後そういう方向にもっていっていた
だくのが必要かと思います。特に小学校、中学、高校へ
行きますと、保護者の方々が一緒に話を聞きに来られま
すので、あわせて生涯教育的な立場にもなるのではない
かなという気がいたします。以上です。

三村会長



ありがとうございました。

次は、田中委員、よろしくお願いいたします。

田中委員
田中でございます。原子力部会長をやってございますの
で、原子力関係について何点か述べさせていただきたい
と思います。

1つは、皆さんご心配の高レベル放射性廃棄物の問題で
ございます。これは基本的な技術基盤が確立されている
ものだと考えています。今住田委員のほうからありまし
たとおり、なかなか国民の理解を得にくいところもある
というのは事実かと思いますが、原子力発電に伴ってこ
れは必然的に出るものでございますので、どこかでそれ
を処分しないといけないというわけですから、日本とい
うか国民全体がこれを理解する必要があるということで
あります。

2つ目は、核燃料サイクルでありまして、確立に向け
て、六ヶ所再処理工場の操業に向けて今最後の努力をし
ているところでございますが、事業者はもとより、原子
力産業界挙げて、この再処理工場の早期な操業開始と、
その後の安定な操業にぜひ努めていただきたいというこ
とがございます。

3つ目は、先ほど鳥居先生のほうからご意見がございま



したが、六ヶ所再処理工場でまだ再処理できないような
燃料をどうするんだという話がございました。これにつ
いては、六ヶ所再処理工場のその次の再処理工場をどう
いうふうなものにしていけばいいのかということです。
そのころには、すなわち21世紀の後半には高速増殖炉
も入ってくるだろうとしたときに、高速増殖炉の燃料を
どうつくるのか、あるいは高速増殖炉の燃料の再処理を
どうするのかということも含めまして、これから第2再
処理工場のあり方についての検討が進んでいくものだと
考えています。2010年ぐらいからその検討をするとな
っていますが、それに向けて、私も含めていろいろな関
係者が、どういうふうにその議論をすればいいのかとい
うことを今検討しているところでございます。

4つ目でございますが、新増設の着実な実現とございま
した。ですが、原子力発電所は皆さんご承知のとおり、
初期の投資が大きいということと、それから建設にやや
期間がかかるというふうなことがございます。そういう
特徴をよく理解して、原子力立国計画においてもさまざ
まな対応を考えたところでございますが、もしまだその
対応が足らないようでしたら、もう少し、一歩進んだ対
応も考えるべきなのかなと思います。

皆様ご承知のとおり、原子力は一定出力で運転していま
すが、なかなか電力さんから見れば、電力需要がもうち
ょっと伸びてくれば原子力発電所をつくっていくという



ような意欲も出てくるかわからないのですが、例えば夜
間電力をもうちょっと大きくするような方策がないかと
か、そういうふうな事業者が原子力発電所を入れていく
インセンティブが高まるようなことも必要かなと思いま
す。また、将来的には原子力の割合をどのぐらいのパー
セントにしていけばいいのかというような議論も、ここ
からやらないといけないのかなと思います。現在は一定
出力でやっているのですが、将来的に出力調整というよ
うなことまでも考えるのかどうかということも、どこか
の時点で考えなければいけないかと思います。

次は、原子力だけではないかと思いますけれども、特に
原子力におきましては、技術と人材の維持と育成が大変
重要でございますので、そのことについても国を挙げて
技術力と人材力をつくっていくにはどうするかというふ
うなことを考えないといけないかと思います。以上でご
ざいます。

三村会長
ありがとうございました。

知野委員、お願いします。

知野委員
先をにらんだ技術開発について、一言申させていただき
ます。



というのは、新エネルギーとか、あるいは革新的技術開
発ですけれども、特にこういう先をにらんだものという
のは、すぐやっていると政府として取り組んでいるとい
う形になりますし、それから研究や技術開発に携わる方
たちとしても、取り組んでいくという意味で非常にいい
ことではあるんでしょうけれども、やはり、例えば新エ
ネルギーといった場合に、80年代とかかなり前からこ
のテーマは出ていてもなかなか進んでいかないのが現状
ではないかなと思います。先ほど来指摘がありますよう
に、国民の生活への不安とか閉塞感とかが高まっている
今、やはり国民の税金、費用負担で進めるということに
なりますと、そろそろこういう問題について漠としてや
っているということではなくて、少し本腰を入れる、あ
るものについては決着をつけるような形ができないだろ
うかということを思っています。

というのは、新エネルギーに関してはコストが高いとか
出力が不安定であると、そういう問題が出てきているわ
けですから、これ以上やってちゃんとなるものなのか、
あるいは可能性があるものに関してはいろいろ制度とか
枠組みとか、そういうものも見据えて全体として取り組
んでいくとか、何かそういった国としての覚悟が必要な
のではないかなというふうに思います。

殊に革新的技術開発についても、イノベーションなんか
でも同じことが言えると思うんですが、ほうっておくと



ただ単に技術開発や研究開発のための費用をばらまいた
という、それで終わってしまうおそれもあるわけで、き
ちんとそういった進捗状況、それから社会経済、法的な
問題などもチェックしながら進めていくという姿勢をし
ていかないとならないと思います。新エネに関しては、
ここで挙げられているように数値目標というのを立てら
れるそうですから、これをチャンスとして、やはりそう
いう方向をきちんとやっていただきたいと思います。

それから、やはりエネルギー問題での宿題を片づけてい
くべきではないかと、特に原発の放射性廃棄物問題なん
かについても、これも長年先送りした問題であります
し、この問題を片づけないまま幾ら先進的原子力発電と
いっても進んでいかないわけですから、やはり国民への
リターンということをもう少し頭に入れて、先をにらん
だ技術開発を進めていただきたいと思います。以上で
す。

三村会長
ありがとうございました。

次は村上委員、よろしくお願いします。

村上委員
ありがとうございます。村上でございます。

これから申し上げることは非常に突飛な話かもしれませ



ん。ただ今までのお話となるべく重複しないことでとい
うことを考えた上での発言です。これは資源エネルギー
庁のマンデートにもかかわるかもしれないんですが、要
するに水資源というのはどうなっているのかという問題
です。エネルギー源としての水というのは、特に国内で
はその割合は非常に減っているわけですから、ここの議
論の対象にならないかもしれないんですが、先ほどレア
メタルの件が出ましたように、資源として問題を考えた
ときに、水の問題は重要だと思います。特に最近は、先
ほどから議論になっております資源外交という点から見
れば、おそらく次の世紀まで、国際的に水資源の問題と
いうのは外交上の非常に重要な問題の一つになるだろう
と思いますし、さらに言えば、上水供給の民営化が国際
的に広がりつつあり、しかもそれが手ひどい形で失敗も
している。

そういう点では、経済産業省としての資源外交の中で、
水資源というのが持っている意味というのがどこかで、
議論する必要があるのではないか。もちろん国内では国
土交通省と農水省とが管轄をしている、工業用水だけが
おそらくかつての通産省、経産省の管轄かもしれません
けれども、そういう国内問題だけではない資源外交とい
う点も含めて、どこかで日本の縦割りの弊が出てくる、
足をすくわれる可能性があるかもしれないという危惧を
一言だけ申し上げておきたいと思います。以上でござい
ます。ありがとうございました。



三村会長
ありがとうございました。

木場委員、よろしくお願いします。

木場委員
どうもありがとうございます。遅刻いたしまして申しわ
けありません、木場でございます。

2点ほど申し上げます。いずれにしましても国民にとり
ましての広報という部分でございます。

1つ目が、やはり洞爺湖サミットがゴールではないとい
うような意識を国民の皆さんに持っていただきたいと思
います。ただ今、遅刻いたしましたのは、実は情報番組
をやって参りました。少しだけきょうの放送のエピソー
ドをお話しさせていただきますと、「わらしべ長者」と
いうタイトルでございますけれども、ある23歳の青年
が、最初はエコのマイはし、自分の箸ですね、に始まっ
て、最後は環境に優しいプリウスに乗りたいということ
で、物々交換を続けていく話でして、箸から始まってブ
ルゾン、ブルゾンから毛皮、毛皮からカメラ、カメラか
ら軽自動車、そして本日グロリアまでたどり着いて、も
う一歩でプリウスというところまで来ているとご紹介い
たしました。



これはアドバルーン的な話ではございますが、最後に彼
が何をやりたいかと言いますと、その後CO2を出した分
の植樹をして回りたいという目標があって、それを意気
に感じた方々が交換に応じたわけです。一般のかたに
も、こうした環境に対する意識が高まっています。この
火を消さないような政策、広報をお願いしたいというの
が1点目でございます。

2点目は、橋本委員が先ほどおっしゃっていたので私も
少しと発言させていただきます。それは、政府のほうで
「私のチャレンジ宣言・1人1日1キロCO2削減運動」と
いうものを昨年の6月20日からスタートしております。
これまでになくわかりやすいのは、どんな行動を私たち
1人1人が何グラムCO2を削減できるかという、目に見え
る数値を出してくださった点でした。

ところが、橋本委員がおっしゃったように、その後どの
ように展開していくかという具体的な広報活動というの
がなかなか見えず、私や神津委員などは、洞爺湖サミッ
トに向けてクールアースアンバサダーという役職を仰せ
つかりました。私は経産省の窓口の方からいただいたん
ですが、生活者と直接話す立場として申し上げますと、
年間、シンポジウムや講演などで、全くエネルギーに関
係ない医療や教育などがテーマでも、冒頭に10分間い
ただいてこの「チャレンジ宣言」というものをお話しさ
せていただきました。あるときは電卓を30個ぐらい使



って、実際に来ているお客さんに計算してもらいまし
た。

その反応ですが、まず自給率が少ないということや、さ
っき住田委員からありましたが、、原子力がCO2を出さ
ないということ、そのようなことを知らない方がまだた
くさんいらっしゃいます。世論調査でも、知っている方
は3割、あるいは、つい先月行われました内閣府の調査
でも、温暖化防止のために何が有効かというので、「原
子力」と答えた人は、具体的な回答の中では1番低い
15％ぐらいしかいらっしゃいませんでした。そういう
部分でいうと、まだまだ広報活動というのが行き届いて
いないなという気がいたしております。

私は、このようなアンバサダーのお仕事をいただいて、
名前だけというのもあまり好きではないので、一応日時
や会場や人数、客層、反響などを経産省のご担当の窓口
の方には数回に分けて報告いたしました。せっかく、国
民運動を展開するのであれば、広報活動の検証も必要
で、どのぐらい広まったのかその効果も把握してほしい
ものです。

以上でございます。

三村会長
どうもありがとうございました。



どうぞ、済みません、見えなくて申しわけありません。

和気委員
気候変動問題とエネルギー問題をあまり直接的なリンク
の枠組みで議論するのには、いささか問題があると思い
ますが、それらが今国際社会が直面している大きな2つ
の問題であることは事実でございます。

これら2つのリスクを同時にマネジメントしていく枠組
みや手法をさまざまに考えていかなければならないとい
う現実のなかで、私が今一番恐れる落とし穴は、ある種
の一国主義に陥るというところでございます。資源外交
も含めてですが、そういう懸念を背景に、どういうふう
な国際社会の枠組みがいいのだろうかと考えたときに、
いろいろなご意見もあるかと思いますが、現実的にみる
と、アジアのエネルギーセキュリティー問題、そして気
候変動問題に対するアジア的な発想を持った対応という
のが意味ある1つモデルとして考えられるのではないか
と、常々私は思っています。日本型アプローチというよ
りは、あるいはグローバルアプローチとまではいかない
モデル、すなわちアジア的な枠組み、たとえば気候変動
でもモンスーン地帯に位置し、似たような影響を受けや
すい地域であるし、またエネルギーセキュリティーの問
題も含めて似たような資源環境から成っているし、さら
に経済的結合度においては域内サプライチェーンが構築
されているなど、急速に強まっている地域、すなわち



東・東南アジアという視点で、再度エネルギー問題を考
え、その中で資源外交問題や、あるいは気候変動も含め
た議論をしていくということが改めて重要なのではない
かと申し上げたいです。

そういう意味で、本日のご報告はアジア的視点が弱いの
ではないかと思います。すでに「クリーンアジア・イニ
シアティブ」とか、アジアの中でのエネルギーフォーラ
ムなどが動いているわけでありますから、現実にはその
ような方向性で進んでいるとも思えるのですが、いま重
要なことは、そうした現実をきちんと評価・確認し、そ
れを踏まえた上で、アジアの視点を政策の骨格の1つと
して発信していくという作業をこういう審議会の場で
は、しっかりとしていかなければいけないのではないで
しょうか。アジア共同体の形成というところまでは深化
しないまでも、アジア地域をベースとしたエネルギー政
策の構築もあるのではないでしょうか。加えてそこにお
ける日本の立場を常時、検証する必要があると思いま
す。

三村会長
ありがとうございました。

いいですよ、橋本委員、どうぞ。

橋本委員
ありがとうございます。先ほどは時間の関係で省略した



ものですから。

今の先生のご意見と全く一緒というか、11ページに、
国際的な原子力利用の拡大に向けての協力を進めるとい
うことがあるんですけれども、アジアという観点から、
例えばIAEAのアジア支部みたいなものを日本に持って
こられないのかどうか、そういうことについても働きか
けをやっていくとおもしろいのではないかなと思ってお
るところであります。

それからもう1点は、14ページの電気事業制度改革、こ
れは、私の中学・高校の先輩の鳥居先生がまとめたとこ
ろなんですけれども、実はエネルギー政策基本法は、こ
こに書いてある3原則、それで私、大分この調査会の場
でいろいろ注文をつけまして、エネルギー基本計画には
安全が強く前のほうに入ってきているんです。ですか
ら、私どもは環境よりも安全だというのが先にまずある
わけでありまして、もうまとめてしまったものですか
ら、それはそれでいいですけれども、これからもう一度
いろいろなことを議論されるときには、経済産業省とし
てもこの基本計画にもちゃんと安全をかなり入れてくれ
ていますので、それを絶えず頭に置いていただきたいと
いうことの念を押しておきたいと思います。

三村会長
ありがとうございました。



以上でよろしいですか。これから石田長官にちょっと答
えてもらいますけれども、20人の方からいろいろ話が
出たので、どうぞよろしくお願いします。

石田長官
非常に活発なご議論をありがとうございました。私のほ
うで幾つかコメントをさせていただきたいと思います。
ちょっと今全員の方のコメントにお答えするのは難しい
と思いますけれども、特に複数の方からお話のあったよ
うな点を中心に、コメントをさせていただきたいと思い
ます。

まず、原油価格の高騰、あるいはそれにとどまらず資源
エネルギー価格の高騰といった事態の中で、非常に物価
問題へのご懸念でありますとか、日本全体としてより構
造的な対応が必要なのではないかというようなご指摘が
ございました。これについては、まさに私どもといたし
ましても大変な問題であるという認識のもとで対応して
いるわけでございますけれども、1つは、原油価格の高
騰につきましても、今の価格水準というのはかなり異常
だというふうに考えています。もちろんこれは中長期的
な需給、ファンダメンタルズの問題でありますとか地政
学的なリスクの問題ということで、当然上がっていく側
面はございますけれども、それにしてもこの急激かつ高
いレベルでの価格水準というのは異常であるということ
で、私ども国際的にいろいろ働きかけもしておるわけで



ございますけれども、さきのG8のサミットでも、投機
資金の流入といったようなものについて、より透明性を
高めていくような努力、規制当局間の協力を進めるとい
うようなことについては、おおむねの認識が一致してい
るわけでございます。そういう取り組みも一方では進ん
でいるわけでございます。引き続きそうした努力はして
いきたいと思います。

その上で、やはり、そうはいっても資源エネルギー価格
の高騰というものは、ある程度傾向的なものとして続い
ていくということを考えますと、やはり省エネ、新エネ
の活用というようなものはもとより、新しい技術の開
発、イノベーションというようなものが非常に重要だろ
うと思います。そうしたことを通じて、日本全体として
新エネルギーの高価格時代における体質強化といったよ
うなものを図っていく必要があるのではないかと思いま
す。

足元の緊急対策といったようなことについては、先般も
政府全体として、例えば漁業対応のようなことも含めて
取りまとめをしておりますけれども、引き続き政府全体
で対応をしていきたい、いくべき問題であるというふう
に考えております。

それから、エネルギーセキュリティーの問題と温暖化の
関係、この問題についてご指摘がございました。私ど
も、当然このエネルギーセキュリティーの問題、あるい



は温暖化の問題、両方重要だと思っております。これは
当然でございます。

この両方がコインの裏表といっているのは、温暖化とい
うのは、これはもう釈迦に説法ですけれども、CO2とい
うのはエネルギー起源のものが大半であるということ
で、温暖化問題を解決するためにはまさにエネルギー問
題、エネルギー政策の中で答えを出していかざるを得な
いという側面も非常に強いということで、そういう言い
方をしているわけでございますが、確かにエネルギーセ
キュリティー、今この足元の問題としては非常に喫緊の
課題がいろいろ出てきていることはご案内のとおりでご
ざいまして、まさに温暖化問題とはまた別の土俵の中で
エネルギーセキュリティーを高める政策努力をしていか
ないかんと、こういうふうに思っています。そういうこ
とで、国際動向を当然にらみながら、資源外交への取り
組みの強化でありますとか技術開発等に政策的な努力を
さらに傾注をしていく必要があろうと思っております。

それから、また何人かの方から原子力についてお話がご
ざいました。原子力につきましては、先般のG8サミッ
トにおきましても、温暖化対策としても発電の段階で
CO2が発生しない電源として有用であるということ、そ
れからエネルギー安全保障の観点からも原子力の有用性
ということについて、おおむね認識が一致をして、推進
がうたわれているわけでございます。当然安全確保が大



前提でございますし、これも何人かの方からお話がござ
いました核燃料サイクルの確立というものも急務である
と思っています。それぞれまだいろいろ課題がございま
すけれども、国が全面に立つ形で、最大限努力をしてい
きたいと思っております。

新エネについてもたくさんの方からご意見をちょうだい
しました。新エネにつきましては、例えば太陽光発電に
ついては、さきの福田総理のいわゆる福田ビジョンで
も、2020年・10倍、2030年・40倍の導入目標という
ものを掲げております。新エネ部会のほうでも緊急提言
というのを出していただいておりますので、今まさにこ
れの具体化に向けて政策的に、この夏の予算、あるいは
税制改正の要望等に向けて検討を急いでいるところでご
ざいます。基本的には技術革新と需要喚起を組み合わせ
るような、そういう政策を積み上げていくということが
必要だろうと思っております。電気自動車等の次世代の
自動車についての導入支援というものも力を入れてやっ
ていきたいと思います。

省エネにつきましてもご意見をいただきました。省エネ
の推進に当たって、あるいはこれを国民運動的な政策に
していく過程で、もっと体制を強化すべきではないかと
いうようなお話もございました。なかなか役所の人員を
増やすというのは難しいところもございますけれども、
官の力だけでできない部分については民の力もぜひかし



ていただくような形で、取り組みの強化、特に実行の部
分のところについて、引き続き努力をしていきたいと思
います。

それから、これは横断的なお話として、もっと政策を国
民にわかりやすく打ち出していくべきだとか、見える化
あるいは啓発活動というような重要性についてもお話が
ございました。これはまさに当然のことだというふうに
考えております。政策についての評価、あるいは検証を
適切に行いながら進めるべきだというご指摘をいただき
ました。これもまさに留意をしながら進めていかねばな
らないというふうに考えております。

幾つかまだいろいろご意見をいただいておりますけれど
も、ちょっと総括的に私のほうでコメントをさせていた
だくのはそのぐらいにとめさせていただければと思いま
す。ほんとうにありがとうございました。

三村会長
非常にたくさんのご意見がありまして、例えば水資源に
ついてどうするのか、縦割り行政があれするんじゃない
かとか、公開ではなくてむしろ啓発にしなければいけな
いとか、いろいろな貴重なご意見がありましたし、それ
から、僕は特に資源高というのがしばらく続くとすれ
ば、我が日本の、例えば産業構造、どうやって今後生き
ていくのかというやはり足元を考えなければいけないの
ではないかというようなご意見だとか、いろいろ自分自



身も大いに啓発されたきょう1日でありました。ほんと
うにありがとうございました。

また経済産業省におかれても、どうかいろいろな意見が
出ておりますので、これをこのままにほうっておかない
で、ぜひとも1つ1つ何らかの具体的な行動を起こして
いただきたい、これは会長からもよろしくお願いしたい
と思います。

それでは、これをもちまして、総合資源エネルギー調査
会の総会第3回を終了いたします。ほんとうに活発なご
意見、ありがとうございました。

以上


